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1――はじめに

近年，混合土地利用が，都市政策の目標として掲げられる

ことが多い．これは，居住地と勤務地とを適度に混合するこ

とが，都市にとって様々な望ましい効果を生み出すと考えら

れているためである．効果の一つとして挙げられているのは，

交通の側面から見て，地球環境負荷の軽減に寄与できると

いうものである．この考え方の背景には，土地利用が混合的

になると，人や物の移動距離が低下し，移動に使用されるエ

ネルギーや排出されるCO2の減少を通じて，地球環境負荷

の軽減につながるという期待がある．

しかし，混合土地利用は，都市内の総移動距離を本当に

減少させるのか，という根本的な疑問がある．また，異なる

都市間で，総移動距離の減少度合いを比較するためには，何

らかの方法で基準化された指標が必要となる．そこで，所与

の土地利用状況において，移動距離をどの程度減らせてい

るかを表す指標，いわば，都市の移動の効率性という考え方

が現れた．「過剰通勤」（Excess Commuting）という概念

は，そうした指標の１つである．今回紹介する論文1）は，「過

剰通勤」を混合土地利用政策の評価に使う場合の理論的課

題を提示し，新たな指標を提案するものである．

2――「過剰通勤」の概略

Ma and Banister2）によれば，「過剰通勤」とは，「労働人

口と居住人口との空間的分布パターンが所与の下で，観測さ

れる一人あたり平均通勤コストから，理論的に最小となる一

人あたり平均交通コストを差し引いたもの」と定義される．

Hamilton3）が最初に概念を提唱し，その後，多くの研究者

が，様々な都市を事例として，実証研究を行ってきた．なお，

具体的な過剰通勤の定義には，さまざまなバリエーションが

ある．例えば，平均通勤コストとしては，交通時間が使われ

るケースもあれば，移動距離が使われるケースもある．また，

多くの場合，過剰通勤として，平均通勤コストの差そのもので

はなく，平均通勤コスト差の観測コストに対する比率，つまり

（［観測平均通勤コスト］―［最小平均通勤コスト］）/［観測平

均通勤コスト］（以下，過剰通勤率と呼ぶ）が用いられる．な

お，最小平均通勤コストは，各ゾーンの発生量，集中量を制

約として，全ゾーン間の通勤コストと交通量との積の和，つま

り総通勤コストを，ゾーン間交通量（分布交通量）について最

小化することによって求められる注1）．

では，実際の都市における過剰通勤はどの程度なのだろ

うか．過去に行われた多数の実証研究によれば，過剰通勤

率は10～80％と幅が大きい．日本の都市を対象とした事例

研究をみると，Hamliton3）が日本の27都市を対象とした推計

した結果によれば，70～77％とかなり高い数値となっている

のに対して，Merrimanら4）が東京を対象とした分析結果に

よれば15%との結果が得られている．

3――土地利用形態の動的変化と過剰通勤

このように「過剰通勤」は，異なる都市間や，同一都市の異

なる時点間での移動効率性を比較検討するのに，一見有用

なコンセプトに思える．実際，事例分析結果に基づいて，社

会経済特性や手法論，政策論の観点から，様々な議論が行

われてきた．ところで，こうした都市間や異時点間での過剰通

勤を比較することにそもそも意味があるのだろうか？この問

いに対して，Ma and Banister1）は，古典的な過剰通勤の概念

を使う限り，少なくとも，同一都市の異時点間での過剰通勤

の比較をすることには，実質的には意味がない可能性が高

い，ということを示した．

まず，彼らは，図―1に示されるような，都市における土地

利用の分散度と都市内平均通勤距離との関係を表したグラ

フを用いて，都市構造と交通との関係に関する考察を行って

いる．グラフ中の点Aは，都心部に全ての勤務地が集中する

単一CBD型都市を表し，グラフの右に行くほど，居住地と勤

務地とが混合した多極分散型都市を表す．そして，土地利用

の分散度が与えられたときの，平均通勤距離の上限と下限と

を表したものが，それぞれ線分ABとACである．ちなみに，

Newman and Kenworthy5）の提示するように，もし横軸が，

過剰通勤（Excess Commuting）の考え方：混合土地利用政策が
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都市サイズを表現するものだと解釈すると，点Aは原点にくる

こととなる．このグラフから，土地利用が混合型になると，平

均通勤距離は常に減少するわけではなく，増加することもあ

り得るということがわかる．この結果は，当然と言えば当然

である．なぜならば，たとえ勤務地が分散的に配置されても，

自分の勤務したい会社が自宅から遠距離のところにあれば，

結局は，そこに行かざるを得なくなるからである．したがって，

居住地がうまく選択されなければ，混合的な土地利用が実現

しても，移動距離が減ることはない．

次に，このグラフを使うと，土地利用状況の動的な変化が，

過剰通勤に与える影響を表すことが，可能となる．最初，点

Aにあった都市が，次第に分散型都市に変化していく様子を

表したものが，図―2の点線矢印である．この図を使うと，過

剰通勤率は，図中のb/（b＋c）によって表すことができる．す

ると，実は土地利用形態の変化に従って，過剰通勤率は増加

していくのにもかかわらず，平均通勤距離は減少するという，

矛盾した状態が起こりうることがわかる．つまり，過剰通勤率

は，土地利用形態の動的変化による平均通勤距離の変化を

正しく反映する指標ではない，ということを意味する．

そこで，Ma and Banister1）は，図中の，最小平均通勤距

離（AC）だけでなく，最大平均通勤距離（AB）をも考慮するこ

とを提唱している．彼らは，これを「拡張過剰通勤」（extend-

ed excess commuting）と呼んでいる．

4――おわりに

「過剰通勤」は，そのコンセプトがわかりやすいことから，

多くの研究者，実務者の関心を集めてきた．ただし，「過剰通

勤」は，あくまでも都市内における通勤交通が対象である．し

かし，通勤以外の目的の交通の重要性が増しつつあること

や，人々の嗜好の多様化，労働形態の変化等を考え合わせ

ると，「過剰通勤」の概念だけで，土地利用政策を語るのはあ

まりに偏った考えといえるかもしれない．また，この論文が指

摘するように，混合土地利用が移動距離を減らすという期待

は，研究者や計画者の思いこみである可能性もある．した

がって，さらなる概念の拡張や実証研究が望まれるところで

ある．

注

注1）ここで，発生量と集中量が固定であることは，住宅とオフィスの供給量が

一定であることと解釈できるであろう．この場合，平均通勤コスト最小の状態

とは，住宅とオフィスの供給量一定のもとで，都市内の勤務者が，居住地と勤

務地とをうまく調整（入れ替えたり，移動したり）することによって達成できる

ものといえる．
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■図―1 土地利用の分散度と平均通勤距離との関係
注：文献1）より引用．一部修正． ■図―2 過剰通勤と平均移動距離との関係

注：文献1）より引用．一部修正．
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